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2.12 社会経済活動の中枢機能への影響 

 社会経済活動の中枢機能への影響の経済的被害は、京都府の北部・南部地域の特性を考慮して検

討する。結果は以下のとおりである。 

表 2.12-1 社会経済活動の中枢機能への影響 

想定ケース 社会経済活動の中枢機能への影響 

府庁・市町村の災害

対応能力の低下 

 地方公共団体の災害対策本部が機能せず、政府や他地方公共団体等による人

的・物的資源が支援されるまでの間は地域の災害復旧対策がほとんど進まなく

なる。 

 府や市町村の中枢的機能が喪失した場合においては、上位機関による行政機能

の代行が必要となり、人的資源が駆り出され、長期間人材不足になるため、災

害復旧対策に多大な影響を及ぼす。  

 職員の不足や室内の混乱、PC やサーバーの不調等により、災害対応の中枢と

しての機能が低下する。 

 警察・消防等の指揮命令系統や、従来の災害時に実施してきた災害対応につい

て、後方支援がスムーズに機能せず、迅速な対応の遅れにつながる。 

京都府南部の企業機

能の損失 

 京都府南部の特徴は以下のとおりである。 

 京都市：京都府経済の中核であり、伝統産業から先端産業まで様々な産業を

輩出するとともに、食品産業も長い歴史を誇っている。 

 山城地域：運輸交通条件にも優れているため、京阪神大都市圏の拡大に伴

い、機械金属業、食料品製造業等のものづくり産業のほか、物流関連産業等

が多数立地している。 

 京都市、山城地域に府内の 8 割の事業所が集中しており、花折断層帯で地震が

発生した場合は、京都府経済に与える影響は甚大なものとなる。 

 府南部で被災した企業が本社の場合、決済等の本社機能が喪失したために、被

災地外の支店においても事業が停止し、企業全体の収益の低下につながる。 

 府北部の工業地帯には直接の被害はないが、府南部が被災することで原材料の

供給や製品の物流に大きな影響を及ぼす。 
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2.13 複合災害 

 地震発生前後に風水害が発生した場合に懸念される事項を想定した。 

 結果は以下のとおりである。 

表 2.13-1 複合災害 

想定ケース 複数の自然災害の同時発生による想定される被害 

地震後に風水害が発生した場合  揺れ・液状化により機能低下した河川管理施設等が、台風や集中

豪雨による洪水等を防ぎきれず、建物被害や死傷者が増加する。 

 地震により弱体化していた建物が暴風により全壊するなど、大き

な被害が発生する。 

 激しい揺れにより崩壊、又は緩んでいた斜面や造成宅地が、大雨

により崩壊する。 

 雨水ポンプ場等の流下・排水施設が地震の揺れや停電の影響によ

り機能せず、避難所等を含む生活空間に浸水被害が発生する可能

性がある。 

風水害後に地震が発生した場合  強風や氾濫流などによって構造耐力が低下した建物が、地震動に

より倒壊する可能性がある。 

 水害により浸水した地域で、地震による火災が発生すると、自宅

に留まっていた人が逃げられなくなったり、消火活動が行えなく

なる可能性がある。  

 豪雨により地盤が緩んでいる状況で地震に見舞われると、がけ崩

れ、出水等が発生し、道路が寸断される。 

 避難所の倒壊や屋内落下物等により人的被害が拡大する。 

 

  


